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『

審査請求人が、 平成２４年１０月５日付けで提起した生活保護法に基
処分に係る審査請求について、次のとおり裁決する。づく保護変更決定処分に係る審査請求について、

主 文

処分庁が平成２４年８月３０日付けで行った生活保護法に基づ .く保護
変更決定処分を取り消す。〔

理 由

第１審査請求の趣旨及び理由

１ 審 査 請 求 の 趣 旨

本件審査請求の趣旨は、処分庁が平成２４年８月３０日付け
で審査請求人（以下『請求人」という。）に対して行った生活
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保 .護法（以下「法」という。）に基づく保護変更決定処分４件
●

の取り消しを求めるものと解される。

２ 審 査 請 求 の 理 由 ‘
寺
６
０
９
申
Ｃ
Ｏ
◆

本件審査請求の理由の要旨は、次のとおりである。

保護費を減額されたことは不当である。

第２当庁が認定した事実及び判断
１

申令

１ 当 庁が認定した事実

ー

( １ ） 平 成 ２ ２ 年 ７ 月 ５ 日 、 処 分 庁 に て、 請 求 人 の 生 活 保 護 が 開 始 さ
れたこと。

( ２）平成２４年８月３０日付けで、処分庁は ､「障害者加算（３
級）の削除」を理由として同年６月１日より変更を行う保謹変
更決定処分（以下「本件変更決定１」という。）を行い、請求
人に対し、過払繰越金１７，８９０円が生じる旨通知したこ
と。
処分庁は、本件変更決定１と同日付けで、「遡及による精算

処理」を理由として同年７月１日より変更を行う保護変更決定
処分（以下「本件変更決定２」という。〉を行い、請求人に対
し ､６月分で生じた１７，８９０円を収入認定し、７月分の収
入認定と併せて３５，７８０円の過払繰越金が生じる旨通知
し、また、同様の理由で同年８月１日より変更を行う保護変更
決定処分（以下「本件変更 ･決定３」という。）を行い、請求
人に対し、７月分で生じた３５，７８０円を収入認定し、８月
分の収入認定と併せて５３，６７０円の過払繰越金が生じる旨
通知したこと。
さらに、処分庁は、「障害者加算（３級）の認定」「移送費

１

（
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（医療扶助）計上」を理由として同年９月１日より変更を行う
保護変更決定処分（以下「本件変更決定４」という。）行い、
請求人に対し、基準生活費１３８，５９０円から．８月分の過払
繰 越 金 ５ ３ ， ６ ７ ０ 円 . を 収 入 充 当 額 と し て 差 し 引 い た
８４，９２０円を保護費扶助額として請求人に支払う旨の通知
を行ったこと（以下、本件変更決定１ないし４をまとめて「本
件変更決定」という。）。

(３）平成２４年１０月１９日付けで、処分 ･庁が審査庁に提出した弁
明書（以下「弁明書」という。）には、以下の趣旨の記載があ
ること。

ア請求人については広汎性発達障害にてクリニック通院中であ
り自立支援医療も適用中の単身世帯として、平成２２年７月
５日から保護を開始している。

イ 平 成 ２ ３ 年 １ ２ 月 に 精 神 障 害 ２ 級 の 保 健 福 祉 手 帳 が 提 出 さ
れ、また障害基礎年金の受給権があることを確認した。その
ため障害認定日の翌月である平成２４年１．月から受給するべ
く、診断書を取得するよう指導していた。

ウところが請求人がクリニックの相談員まかせにしたのが原因
で遅れてしまい、診断書記入が平成２４年５月１日となって
連休明けに処分庁へ送付されてきた。それを受けて処分庁は
平成２４年６月１日付障害者加算を計上するため５月２３日
起案及び決裁処理をした。．

エところがその後、年金調査員から診断書項目中の障害の状態
の日付が障害認定日から３カ月以内になっていないとの連絡
があった。日付の訂正作業が必要であるため、担当ケースワ
ーカーはクリニックに診断書を返送し、請求人に事情説明を
行った。ところがクリニックからはなかなか送付されず、７
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月２４日に請求人からのメールが届いたので、担当ケースワ
ーカーが７月３０日にクリニックを訪問した。しかしまだ訂

正 して い な か っ た た め 診 断 書 を 受 け 取 る こ と が で き な か っ
た。そしてようやく８月７日に、請求人に年金調査員が付き
添って申請することができたものである。

ノ

オ担当ケースワーカーは８月１５日に居宅訪問を実施。請求人
に６月からの加算計上ができながったことと、これによっ．て
生じる差額を精算する必要があることを説明した。担当ケー
スワーカーは請求人からは了承を得たと判断し１７日に加算
削除、それによって生じる過払い分（１７，８９０円 ×３カ
月＝５３，６７０円）の繰越認定及び９月１日付障害者加算
の再計上をおこなった。またこの日には請求人から父親と緑
を切りたいので母親の住む■■■■へ引っ越したいとの相談を
受けている。担当ケースワーカーは、この理由では自費での
転居となることを説明した。結果として請求人は平成２４年
９月２０日に転出し、同日■■■■■■■■■■で保護申請をお
こなっている。

０も、

力請求人のように障害基礎年金の受給権を有するものの障害者
加算の計上については、「精神障害者保健福祉手帳による障
害者加算の障害の程度の判定につい ､て」（平成７年９月２７
日社援保第２１８号厚生省社会・援護局保護課長通知）にの
っとり、年金の裁定が申請中である必要がある。もともと担
当ケースワーカーとしては請求人への平成２４年２月１０日
の手紙であるように、申請まで遅滞無く手続きが進めば、１
月からの計上を考えていた。ところが提出されたのは５月で
ある。これだけ期間が空けば、原則どおり申請の翌月からの
計上となる。

一

（

‘ キまた、平成２４年６月に送付されていた診断書を返送して訂

正をしようとした目的は、障害認定日から３カ月以内であれ
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ば認定日の翌月から年金が支給されるためである。（そうし
なければ申請日の翌月からの起算となり保護の補足性の原理
に反する）返送にあたっては、担当ケースワーカ ･ -からクリ
ニ ッ ク にそ の 趣 旨 を 説 明 し 、 請 求 人 に も 状 況 説 明 を して い
る。結果としてまたもや遅れたことは、速やかに診断書を訂
正しなかったクリニックの怠慢であるし、週に１回は通院し
ている請求人がクリニック任せにして、行動しなかった責任
もある。

ク担当ケースワーカーは転出日が迫っているので加算過払分の
一括精算は、やむをえないと判断したが、加えて平成２４年

８月２３日に請求人の母親が来所。その時に請求人の保護費
支払口座の残高が２０万円以上あることを持参の通帳で確認
した。そのため新住居確保の後も１０万円程度は残るので、
保護費と合わせれば９月分生活費の遣り繰りはできると推定
したものである。

(４）弁明書と同時に提出のあった証拠書類から下記の内容が認めら
れること６

ア請求人の精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４５条
の保健福祉手帳の写しには、交付日が平成２３年１０月２６
日、障害等級が２級との記載があること。

イクリニックによる請求人の診断書の写しには、初めて医師の
診療を受けた日が平成 ･２２年６月１１日である旨の記載があ
ること。また、同書の写しには、請求人の障害の状態の記載
があるが、その現症の日付が平成２４年５月１日から同年３
月６日に訂正されていること。

ウ前記（３）の力に記載のある「請求人への平成２４年２月１０
日の手紙」には、「請求人の障害年金についての書類を平成
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２４年２月６日にクリニックに送付しております。その書類
が処分庁に返ってきてからの算定処理となります。まだ担当
ケースワーカーの手元に書類が返ってきていないため、３月
分保護費への計上ではなく４月分保護費への計上になると思
われます。請求人のクリニックの初診日が平成２２年６月１
１日であるため､そこから１年６ケ月を経過した平成２３-年
１２月の翌月である平成２４年１月分から加算の計上が可能
となります。」との記載があること。

エ請求人に関するケース記録票には、平成２４年８月１７日の
記 録 と して、 「 本 来 、 障 害 者 加 算 の 削 除 に つ いて は 、 平 成
２４年７月１日付けとし、同年６月分障害者加算１７８９０
円については、法第６．３条処理で行うことが適当であるが、
請求人が転出予定であることから過支給については９月分保
護費で繰り越し精算する。」との記載があること。

〆〃０１、

( ５）平成２４年１０月２９日付けで、請求人が審査庁に提出した反
０．

論書には、以下の趣旨の記載があること。

ア８月１５日にケースワーカーが訪問に来たと書いてあるが、
来ていないし１月から年金を受給するよう診断書を取得する
よう指導していたと書いてあるが診断書を持って ‘ こいとは言
われたことがない。

一

一（

イ８月の終わりに処分庁から送られた書類で５３，６７０円保
護費が減らされるとはじめて知って何回か処分庁に抗議した
が一向に５３，６７０円が返ってこなかったので審査請求を
した。

２ 判 断

( １ ） 障 害 者 加 算 に つ いて は 、 生 活 保 護 法 に よ る 保 護 の 基 準 （ 昭
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和３８年４月１日厚生省告示第１５８号）別表第１第２章の２
障害者加算の（２）のイは、．｢障害等級表の３級又は国民年金
法施行令別表に定める２級のいずれかに該当する障害のある者
（症状が固定している者及び症状が固定してはいないが障害の
原因となった傷病について初めて医師又は歯科医師の診療を受
けた後１年６月を経過した者に限る。）。ただし、アに該当す
る者を除く。」と定めている。
なお、■■■市内（’級地）における上記障害者加算イの額

は、１７，８９０円であること。

( ２ ） ま た 、 「 生 活 保 護 法 に よる 保 護 の 実 施 要 領 に つ いて 」 （ 昭
和３８年４月１日社発第２４６号厚生省社会局長通知）第７
の２の（２）エ障害者加算（ア）において、「障害の程度の判
定は、原則として身体障害者手帳、国民年金証書、特別児童扶
養手当証書又は福祉手当認定通知書により行うこと」と定めら
れており、また、（ウ）において、「保護受給中の者について、
月の中途で新たに障害者加算を認定し、又はその認定を変更し
若しくはやめるべき事由が生じたときは、それらの事由の生じ
た翌月から加算に関する最低生活費の認定変更を行うこと」と
定められている。

０

(３）精神障害者保健福祉手帳による障害者加算については、「精神
障害者保健福祉手帳による障害者加算の障害の .程度の判定につ
いて」（平成７年９月２７日付け社援保第２１８号厚生省社
会・援護局保護課長通知）１の（１）にて、「１障害基礎年金
の受給権を有する者の場合」「（１）障害の程度の判定は原則
として障害基礎年金（以下「年金」という。）に係る国民年金
証書により行うが、精神障害者保健福祉手帳（以下「手帳」と
いう。）を所持している者が年金の裁定を申請中である場合に
は、手帳の交付年月日又は更新年月日が当該障害の原因となる
傷病について初めて医師の診療を受けた後１年６月を経過して

､
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いる場合に限り、年金の裁定が行われるまでの間は手帳に記載
する障害の程度により障害者加算に係る障害の程度を判定でき
るもの.としたこと。」とされている。

(４）局長通知第１０の２．の（８）には、「最低生活費又は収入充当
額の認定を変更すべき事由が事後において明らかになった場合
・は、（中略）当該事由に基づき扶助費支給額の変更決定を行え
ば生ずることとなる返納額（確認月及びその前月までの分に限
る。）を次回支給月以後の収入充当額として計上して差し支え
ないこと。」と定められている。

〆

（

本件についてみると、前記第２の．lの（２）･ないし（４）の認定事
実のとおり、処分庁は請求人に対し、障害基礎年金の受給申請
に必要な医師 .の診断書を取得するよう指導し；平成２４年５月
に当該診断書を受け取ったため、前記（２）に従い、その翌月
の６月より前記（１）の障害者加算を計上することとしたが、診
断書に記入されている請求人の障害の状態の日付が、障害基礎
年金の受給申請を行うにあたって誤っていたため、その日付の
訂正を当該医師に依頼し、訂正された診断書により同年８月７
日に障害基礎年金の受給申請が行われたことを確認した。その
ため、前記（２）に従い、その翌月の９月より前記 ( 1 ) の障害者
加算を再計上するに当たり、６月から当該障害者加算を削除す
る本件変更決定１を行い、それによって生じる６月分から８月
分までの３ケ月分の過払い分を繰越認定するため、本件変更決
定２ないし４を行い ､、９月分の保護費扶助額について、基準生
活 費 1 3 8 , 5 9 0 円 か ら ８ 月 分 の 過 払 繰 越 金 5 3 , 6 7 0 円
を収入充当額として差し引いた８４，９２０円を算定したこと
が認められる。

(５）

一
一（

(６）しかしながら、前記（４）のとおり、遡及変更限度を、確認月及
びその前月までの２ケ月分とされており、本件においては、障

- ８ -



ｆ
Ｘ
ｊ
鳶
斗，
§
：．§
§ 、 害 基 礎 年 金 の 受 給 申 請 が 行 わ れ た こ と が 確 認 さ れ た の が ８ 月 で
§
鳶 ・ あることから、遡及変更の限度は、その前月である７月分まで
質
§ であるところ、処分庁は６月分についても遡及して収入充当額箪 ．
§ の計上を行っていることから、この点について、本件変更決定；
：に誤りが認められる。
；
争挫
ｉ （７）処分庁は、遡及変更限度を越えて発生した返納額については本
＄!‘ 来、法第６３条により処理すべきであることを認識しているも
Ｉ
ｒ のの、本件においては、請求人が平成２４年９月に転居するこ
奈

獅 『 鰯 蹴 鞠 ：;j:定した旨主張する。しかしながら、前記(４ )に定める遡及変更

蹴二縣鱸鑿鯛競霊享驚:麗駕

０

処分庁は、遡及変更限度を越えて発生した返納額については本
来、法第６３条により処理すべきであることを認識しているも
のの、本件においては、請求人が平成２４年９月に転居するこ
とを考慮して、やむをえないと判断し、これに加えて請求人の
保護費の残高を確認し、９月分生活費の遣り繰りはできると推
定した旨主張する。しかし.ながら、前記（４）に定める遡及変更
限度については、実施機関の裁量により変更できるもので．はな
く、処分庁がやむをえないと判断したとしても、６月分を遡及
して収入認定できるものではなく、・その分については、本来、
法第６３条により処理すべきであることから、請求人の主張は、
理由がない。

全
■
■
●
■
０

●・蕊伊豆醜Ｆ掌膨輕甜呂誤風醤患墨遡醸罵隅曲率歴庸総為睡凰酩潰團腫鱈隷則圀晶喉盆陣豊醗讐偕濫疑屋牌掻礎唇圏騨惑蘭篭艮勤接撰蟹溌段劇融里罵胤闇冒遵闘屠謡浬劉團矧罰涜掴認鍵

( ６）したがって、本件変更決定については、その手続き及び判断
につい､て暇疵があるというほかなく、取り消すのが妥当である
と判断する。

以上の理由により、行政不服審査法第４０条第３項の規定を適用し
て主文のとおり裁決する。

缶

２月１４日平成２５ 年

審 査 庁 大 阪 府 知 事 松 井 一 良

』
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